
サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の 

実務要件等の改正について 

 

１．目的 

  一定期間毎の知識や技術の更新を図るともに、実践の積み重ねを行いながら段階的ス

キルアップを図る。 

 

２．改正点・変更点 

（１）サービス管理責任者等の配置に係る猶予期間の終了について 

 【対象条文】※平成３０年度当初の告示での条項 

「指定障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定

めるもの等」（平成１８年９月２９日厚生労働省告示５４４号）・・・一号のロ 

「障害児通所支援又は障害児入所支援の管理を行う者として厚生労働大臣が定めるも

の」（平成２４年３月３０日厚生労働省告示第２３０号）・・・三号 

 【内容】 

  「開設の日から起算して一年間（当該事業の開始の日又は当該指定障害者支援施設等

の開設の日が平成３０年４月１日以降の場合には、平成３１年３月３１日までの間）

は～（中略）～要件を満たしているものとみなす」 

・・・平成３１年３月３１日をもって、猶予措置が終了します 

  「指定障害者支援施設等」：障害福祉サービス等及び障害児支援に関しても同様に猶予 

              期間は終了します。 

◎平成３１年４月１日以降に指定を行うものについては相談支援従事者研修及び  

サービス管理責任者研修の修了が必須（一部経過措置有り）となりますのでご注意

ください。 

 

（２）研修体系等の見直しについて（※確定版は告示発出後となります） 

  ①実務経験として必要な「直接支援業務」の年数が「１０年」から「８年」に変更と

なります 

  ②分野別に行っていた研修が統一され、「基礎研修」→「ＯＪＴ」→「実践研修」を以

て、全分野のサービスに従事可能 

◇基礎研修：サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の実務要件である実

務経験年数に達する２年前から受講できます 

◇ＯＪＴ：基礎研修修了者となった日以後、実践研修受講前５年間に通算して２年

以上、相談支援の業務又は直接支援の業務に従事すること 
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◇実践研修：基礎研修及びＯＪＴ終了後に受講できる 

◇専門コース別研修：各分野において必要な知識や技術を補足する（任意研修）  

◆現在、厚生労働省科学研究にて開発中のため、詳細は後日発出される予定 

注：実務経験の内容については変更されないため、従前にサービス管理責任者として

配置されていた従業者を児童発達支援管理責任者として配置しようとする場合、

実務経験の内容を確認してから届出を行うようにしてください。 

③研修終了後５年毎に更新研修の受講が必須となります 

  【受講対象者】 

受講時にサービス管理責任者等、管理者若しくは相談支援専門員として従事して

いる実践研修修了者又は更新研修受講前５年間においてこれらの業務に通算して２

年以上従事していた実践研修修了者が受講することができるものとする。 

注：従前の研修体系での修了者については平成３５年（２０２３年）度末までに更

新研修を受ける必要があります 

④既に専従かつ常勤のサービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者が配置されて

いる事業所の「基礎研修」修了者について 

（ア）個別支援計画の原案作成に係る業務を行うことができる 

（イ）サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任者の２人目として配置したもの

とみなすことができる 

 

３．経過措置 

 （１）平成３１年３月３１日において現にサービス管理責任者及び児童発達支援管理責

任者に該当する者は実践研修修了者とみなす。 

 （２）実務要件を満たす者が告示（平成３１年３月下旬告示予定）の適用日以後、平成

３４年（２０２２年）３月３１日までに「基礎研修」修了者となった場合、基礎研

修終了後３年間は実践研修修了者とみなす。 

 （３）実践研修修了者が期間内に更新研修修了者とならなかった場合において、改めて

実践研修を修了することによって、サービス管理責任者及び児童発達支援管理責任

者となることができる。 

 

４．今後の研修のスケジュール 

 告示発出後に研修の体系等が確定するため、自治体からの連絡をお待ちください。 

 

 

 

 

 



 



 


